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要　　約
　本稿は，新型コロナウイルス感染症の流行（コロナ禍）が人々の暮らしと健康に与えた
影響を，乳幼児，現役世代，高齢者というライフステージごとに検討したものである。既
存文献のレビューに加え，日本の自治体調査や AI 健康アプリの独自のデータを用いた実
証分析を通じて，その特徴と政策的含意を明らかにした。
　まず，乳幼児に関しては，5 歳時点でコロナ禍を経験した子どもは，経験していない子
どもと比べて発達に平均 4 か月以上の遅れがみられた。一方，3 歳時点の発達については
コロナ禍との負の関連は認められなかった。また，年齢に関わらず子ども間及び保育所間
の発達のばらつきはコロナ禍において拡大しており，特に対成人社会性における格差の拡
大が顕著であった。さらに，保育所の保育の質は発達に保護的に作用した一方で，保護者
の抑うつ症状は発達の遅れを増幅させていた。
　現役世代については，1 回目の緊急事態宣言期間に平均で 1,100 歩以上平日の歩数が減
少していた。また，歩数の減少と労働時間の増加は，抑うつ症状の発症リスクと正の関連
を示した。他方で，コロナ禍で新たに在宅勤務を開始した人は，抑うつ症状の発症リスク
が低い傾向にあった。食生活の変化を見てみると，宣言期間や在宅勤務は，野菜など栄養
価の高い食品摂取の増加と関連しており，全体的に食事の質が改善したことを示した。し
かし一方で，これらは菓子類の摂取の増加とも関連していた。また，育児時間の増加や抑
うつ症状は野菜・果物摂取減少と関連していた。
　高齢者については，コロナ禍前に高いソーシャルキャピタルを有していた個人及び地域
コミュニティは，コロナ禍における抑うつ症状の発症リスクが低いことが示された。この
関連は，コロナ禍でのソーシャルキャピタルの変化を調整した後も一貫して認められた。
　総じて，コロナ禍は成人のメンタルヘルスや子どもの発達に負の影響を与えたが，社会経済
的状況や環境によって影響の大きさが異なることが示唆された。政府・自治体は，子育て世帯，
非正規労働者や失業者，高齢者といった脆弱な集団を特定し，保育・教育支援，雇用・所得保障，
孤立・孤独対策などを重点的に講じる必要がある。また，コロナ禍の長期的な影響は不明な点
が多いため，コロナ禍の前後を通じた縦断的データ基盤の整備が求められる。さらに，各国の経
験とデータを国際的に共有し，パンデミック時の教育・労働・高齢者ケア政策を協調的に改善す
ることが，今後の新興感染症に対するグローバルなレジリエンスを高めるうえで不可欠である。
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Ⅰ．はじめに

　感染症の世界的流行（パンデミック）は，人々
の暮らしや健康，経済活動に様々な影響を及ぼ
してきた。歴史を振り返れば，1918～1920 年
のスペインかぜ（H1N1 亜型インフルエンザの
流行）では世界人口の 2.1％に相当する約 4,000
万人が死亡し，一国当たりの GDP を約 6％，
消費を約 8％減少させたと推計されている 
（Barro et al., 2020）。新型コロナウイルス感
染症の流行（コロナ禍）は，しばしばこのスペ
インかぜ以来最悪の公衆衛生危機と称される。
また，マラリア，エイズ（HIV/AIDS），結核
などの感染症が社会に与えた影響がこれまでに
検討されており，以下では関連する文献をいく
つか紹介する。
　まず，マラリアは長年にわたり熱帯地域を中
心に流行し，住民の健康と暮らしに深刻な打撃
を与えてきた。2023 年のマラリア症例は約 2
億 6,300 万件，死亡数は約 59 万 7,000 人と推定
され，死亡の 95％がアフリカ地域に集中する 
（World Health Organization, 2024b）。健康へ
の直接の影響に加えて，マラリアの流行は労働
生産性の低下や就学機会の喪失を通じて経済に
も負の影響を及ぼす。例えば，マラリア罹患率
が高い国は一人当たり GDP 成長率が 1.3％低
いとの分析があり（Gallup & Sachs, 2001），マ
ラリアの蔓延が経済成長を恒常的に押し下げる
要因となりうると指摘されている。また，
Chima et al.（2003）はアフリカ諸国における
マラリアの経済的影響をレビューし，マラリア
患者の属する世帯では医療費負担の増大や労働
収入の減少によって貧困の悪循環に陥るリスク
が高まることを報告した。Bleakley（2010）は
米国南部や中南米でのマラリア撲滅事業の歴史
的データを分析し，幼少期のマラリア感染リス
ク低減が成人期の学業達成や所得向上につな
がったことを明らかにした。これはマラリア対

策への投資が長期的に見て人的資本の改善と経
済発展に寄与する一例といえる。このようにマ
ラリアは保健医療面だけでなく，労働力の質・
量や教育機会を通じて国家経済にも長期的な影
響を及ぼすことが明らかにされている。
　次に，エイズ（HIV/AIDS）は 1980 年代以
降世界的に流行し，特にサブサハラ・アフリカ
地域で壊滅的な影響を与えた。2001 年には全
世界で約 300 万人がエイズで死亡し，HIV 感
染者は 4,000 万人規模に達した（Dixon et al., 
2002）。感染者の約 70％がアフリカに集中して
おり，エイズの蔓延はアフリカ諸国の経済成長
率を年間 2 〜 4％程度押し下げていると推計さ
れる（Dixon et al., 2002）。一方で，国際援助
の下で抗レトロウイルス療法の普及が進み，
2010 年以降，新規 HIV 感染は 40％，エイズ関
連死亡は 56％減少し，サブサハラ・アフリカ
では平均余命の回復が見られるなど大きな成果
が あ っ た（Joint United Nations Programme 
on HIV/AIDS, 2025）。しかし，2025 年の米国
からの資金の急減は治療・予防プログラムを揺
るがし，2030 年までに 600 万件以上の新規
HIV 感染と 400 万件以上の追加的なエイズ関
連死を引き起こす可能性があると推計されてい
る（Joint United Nations Programme on HIV/
AIDS, 2025）。
　結核は古くからの感染症であるが，2023 年
には全世界で約 1,080 万人が新たに結核を発症
し， 約 125 万 人 が 死 亡 し た（World Health 
Organization, 2024a）。2015 年 か ら 2023 年 に
かけて結核罹患率は 8.3％，死亡数は 23％減少
したが，これは 2025 年までに罹患率 50％減，
死亡数 75％減を目標とする世界保健機関のマ
イルストーンには届いていない（World Health 
Organization, 2024a）。結核は長期にわたる治
療を要し，患者とその家族に大きな経済的負担
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を強いる。Tanimura et al.（2014）によるシス
テマティックレビューによると，低・中所得国
において患者 1 人当たりの経済的負担は 55 〜
8,198 ドル（単純平均 847 ドル）に及び，その
内訳は医療費が 20％，非医療費が 20％，療養
による所得損失が 60％であった。これらの負
担は個人年収の約 58％，世帯年収の約 39％に
相当し，家計に破滅的な支出をもたらす。社会
全体でも，結核による労働損失や生産性低下が
経済成長の妨げとなる可能性が指摘されてい
る。Silva et al.（2021）は，2020～2050 年の期
間に結核による死亡は約 3,180 万人に達し，
17.5 兆ドルの経済損失が生じると推計してい
る。一方，持続可能な開発目標（SDGs）の結
核死亡 90％削減目標を 2030 年に達成できれ
ば，2,380 万人の死亡と 13.1 兆ドルの損失を回
避でき，2045 年の達成では 1,810 万人の死亡と
10.2 兆ドルの損失の回避にとどまる。したがっ
て，2030 年目標の未達は追加で 570 万人の死
亡と 3 兆ドルの損失をもたらすと推計された。
このように結核の蔓延もまた，直接の健康被害
のみならず，長期療養による人的資本の毀損や
医療費負担による貧困助長など，幅広いチャネ
ルを通じて社会経済に影響を及ぼす。
　以上見てきたマラリア，エイズ，結核といっ
た感染症パンデミックは，それぞれ病原体や伝
播様式，主要な患者層に違いはあれど，人々の
生命と暮らしに甚大な損害を与え，社会経済の
発展に対する大きな制約要因となってきた。こ
れらのパンデミックと，近年世界規模で猛威を
振るったコロナ禍には，共通点と相違点が存在
する。共通点としてはいずれも公衆衛生上の危
機として各国政府に多大な政策対応を迫り，国
際協調や巨額の資金投入を必要とした点が挙げ
られる。エイズやマラリア対策のため 2002 年
に「世界エイズ・結核・マラリア対策基金（グ
ローバルファンド）」が創設されたように，コ
ロナ禍においてもワクチン開発・普及や感染防
止策のため前例のない規模で科学的・財政的リ
ソースが投入された。また，感染症流行下で社
会的に脆弱な人々がより深刻な被害を受けると

いう現象も共通する。例えばエイズでは貧困層
や女性が，マラリアでは幼児や妊婦が，コロナ
禍では高齢者や基礎疾患保有者が，それぞれ特
に大きなリスクにさらされた。
　一方で，新型コロナウイルス感染症と従来の
感染症との相違も明確である。第一に，病原体
の性質と伝播様式の違いがパンデミックの広が
り方に影響を与えた。新型コロナウイルス感染
症は飛沫やエアロゾル吸入を介して急速に世界
中へ感染が拡大し，数か月のうちに地球規模で
同期した流行ピークを引き起こした。これに対
し，マラリアは蚊を媒介とするため流行は地域
や季節に限定され，HIV は主に血液や性的接
触によって感染が広がるため流行の進行はより
緩慢であった。また，結核は空気感染するもの
の多くの場合慢性的に進行し，新型コロナウイ
ルス感染症のように短期間で医療崩壊を招く事
態とは異なる流行ダイナミクスを示した。第二
に，影響を受けやすい主たる集団にも違いがあ
る。マラリアは乳幼児や妊婦の死亡要因となり，
エイズは活動世代の壮年層に多大な罹患と死亡
をもたらしたのに対し，新型コロナウイルス感
染症では高齢者の重症化リスクが顕著に高く，
死亡者の大半を高齢層が占めた。こうした年齢
分布の違いにより，それぞれの感染症で社会・
経済活動への影響の現れ方も異なった。コロナ
禍では，高齢者の間で犠牲が集中した一方，学
校閉鎖や都市封鎖といった対策によって子ども
や若年世代の教育・社会生活が中断され，労働
世代でもサービス業を中心に失業や収入減少が
生じるなど，全世代にわたって広範な影響が及
んだ。第三に，科学技術・医療対応の進展速度
にも差異が見られる。エイズに対しては現在も
予防ワクチンが実用化されていないが，新型コ
ロナウイルス感染症に対しては発生からわずか
1 年ほどで効果的なワクチンが開発・承認され，
接種が世界規模で展開された。この迅速なワク
チン開発と普及は新型コロナウイルス感染症の
流行収束を大きく前進させたが，同時に各国間・
国内でのワクチンアクセス格差という新たな課
題も露呈することとなった。新型コロナワクチ
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ンの国際的な公平供給を図る「COVAX ファシ
リティ」の枠組みが設けられたものの，先進国
と発展途上国の接種率には大きな開きが生じ，
グローバルヘルス分野における構造的課題が浮
き彫りになった。総じて，従来の感染症と新型
コロナウイルス感染症には共通する課題が多い
ものの，その伝播速度・地理的拡大，主要な患
者集団，社会経済へのショックの態様，及び医
療技術対応の点で顕著な相違が存在する。
　では，コロナ禍は人々の健康や生活様式，経
済活動に具体的にどのような影響を及ぼしたの
か。2020 年から 2021 年にかけて各国で感染の
波が押し寄せ，公式に報告された累計死亡者数
は 2025 年 8 月までに約 710 万人となり（World 
Health Organization, 2025），未報告の死者も含
めた超過死亡で見ると 2020～2021 年の 2 年間
だけで約 1,490 万人がパンデミックによって死
亡 し た と 推 計 さ れ て い る（World Health 
Organization, 2022b）。2021 年以降，ワクチン
接種の拡大によって重症者・死者の抑制が進み，
少しずつ社会経済活動の正常化が図られたが，
その恩恵が行き渡った地域とそうでない地域と
の間で明暗も分かれた。また，移動制限や孤立
によるストレスが増大し，メンタルヘルスへの
悪影響も懸念された。世界保健機関によれば，
コロナ禍において不安や抑うつ症状の有病率は
全世界で約 25％増加したと推計される（World 
Health Organization, 2022a）。さらに，新型コ
ロナウイルス感染症から回復した人々の中には
倦怠感や呼吸障害などの症状が長く残存する

「Long COVID」に苦しむ例も報告されており，
これが将来的に医療負担や労働供給に与える影
響も注視されている。
　また，各国で外出禁止令や都市封鎖（ロックダ
ウン）が実施され，人の移動や対面での活動が急
激に制限された。これらの対策は供給網の寸断と
需要の急減を招き，2020 年の世界全体の実質
GDP 成長率は前年比－3.1％と，2009 年の世界金
融危機における下落幅の 2 倍以上の水準となった
（Brian & Maarten Lambrechts, 2023）。特に観
光業や飲食・宿泊業，対面サービス業など，人と

の接触を前提とする産業で活動が大きく阻害され
た。2020 年の世界貿易量は前年比－8％となり，
特に商業サービス貿易が－21％，海外旅行者の支
出は－81％となった（World Trade Organization, 
2021）。企業活動においても，可能な業種では在
宅勤務（リモートワーク）が急速に普及し，会議・
商談はオンライン形式へと置き換えられた
（Dingel & Neiman, 2020）。一方，リモート化が
困難な製造業・サービス業では一時的な操業停止
や営業時間短縮が相次ぎ，労働者は解雇や休業
を余儀なくされた。2020 年に全世界で失われた
雇用は約 1 億 1,400 万件にのぼり，これは就業時
間ベースで見ると世界全体の 8.8％に相当する
（International Labour Organization, 2021）。こ
の雇用ショックは 2009 年の世界金融危機時をは
るかに上回る規模であり，同年の労働所得は世界
全体で 3.7 兆ドル減少したと推計されている
（International Labour Organization, 2021）。失
業や所得減少は家計消費を冷え込ませ，多くの国
で貧困率の上昇が観測された。世界銀行は，コロ
ナ禍によって新たに極度の貧困（1日1.90ドル未
満での生活）に陥った人は 2021 年までに約 1 億
5,000 万人にのぼると試算している（World Bank, 
2020）。各国政府は経済崩壊を食い止めるため前
例のない規模の財政出動と金融緩和策を実施し，
企業や家計への支援策を講じた。現金給付や失
業給付の拡充によって一時的に家計所得が下支え
された国もあり，ロックダウン下でも家計貯蓄率
が上昇する現象が見られた。しかしこうした政策
対応は膨大な財政赤字と政府債務の累増を伴い，
中長期的な経済運営に新たな課題を残すことと
なった。
　コロナ禍で普及した在宅勤務は，労働者の生
産性にどのような影響をもたらしたのだろうか。
在宅勤務は，通勤時間の節約を通じて生産性に
寄与する一方で，コミュニケーションコストの
増加や従業員間の知識伝達の阻害を通じて生産
性に悪影響を与える可能性もある。アメリカの
大手企業のコールセンターでは，出社勤務の従
業員とコロナ禍前から在宅勤務の従業員がいた
が，コロナ禍で全員が在宅勤務に切り替わった。
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このような状況を利用して両者の生産性の違い
を差の差法によって分析したところ，在宅勤務
に起因して生産性が 4％低下することが明らか
になった（Emanuel & Harrington, 2024）。同僚
にすぐに相談できないためか，顧客の保留時間
が 11％増加し，顧客が再度電話をかけてくる
コールバック率も 3％増加しており，これらの通
話の質の低下は特に経験の浅い従業員で顕著で
あった。また，インドの大手 IT サービス企業の
専門職 1 万人以上を対象とした研究では，コロ
ナ禍によって従業員全員が在宅勤務に移行した
後，通勤時間は平均 1.3 時間節約された一方で，
平均労働時間は 1.6～2.1 時間増加したことが示
された（M. Gibbs et al., 2023）。生産量はわずか
に低下したため，生産性としては 8～19％低下
したことが示された。生産性の低下の原因は，
会議や調整に費やす時間が増え，集中して自分
の業務に取り組める時間が減ったことにある。
また，勤続年数が短い従業員や子どもがいる従
業員の生産性の低下が目立った。日本の製造業
4 社を対象とした調査も，コロナ禍での在宅勤
務への移行が生産性の低下をもたらしたことを
指摘している（Kitagawa et al., 2021）。その原因
として自宅に在宅勤務を行うために適した環境
がないことや，同僚や顧客とのコミュニケーショ
ンの問題などが挙げられている。これらの研究
は，コロナ禍という特殊な状況下で，突然フルリ
モートに移行した場合の影響を示している。
　一方，在宅勤務と出社を組み合わせたハイブ
リット型の勤務形態では，異なる結果が示され
ている。コロナ禍前に中国の大手旅行代理店で
実施されたランダム化比較試験は，コールセン
ター勤務の 249 人のうち，半分を週 4 日在宅・
週 1 日出社という勤務形態に割り付け，残り半
分を従来通り週 5 日出社する群に割り付けた
（Bloom et al., 2015）。9 か月の介入後，在宅勤
務群の生産性は 13％上昇した。また，仕事の
満足度は大幅に向上し，在宅勤務群の離職率は
出社群の半分以下になった。イタリアの大手公
共サービス企業で実施されたランダム化比較試
験は，200 人を週に 1 回，時間や場所の制約な

しで自由に働く「スマートワーキング」をする
群に割り付け，110 人を従来の勤務形態を継続
する対照群に割り付けた（Angelici & Profeta, 
2024）。9 か月の介入後，スマートワーキング
群と対照群の間に生産性の違いは認められな
かった。他方で，スマートワーキング群では対
照群と比べてウェルビーイングやワークライフ
バランスの改善が見られた。また，男性も女性
と同様に家事や育児・介護に参加する時間が増
加した。スマートワーキングによって病気の子
供の看病や通院といった個人的な用事で休暇を
取る必要がなくなったため，1 か月当たりの平
均休暇取得日数が約 1 日減少したことも示され
た。バングラデシュの NGO である BRAC は，
コロナ禍によるロックダウンの解除後，健康上
の懸念から従業員の出社を制限していた。
Choudhury et al.（2024）は，出社する従業員
を抽選で無作為に決定することで，在宅勤務の
日数と生産性やウェルビーイングの関係を分析
した。分析の結果，週 2 日程度の在宅勤務を行っ
ていた群が，最も高い仕事の満足度やワークラ
イフバランスと，孤立感の低下を示した。また，
統計的な有意差はないものの，生産性の面でも
プラスの傾向が見られた。
　以上のように，コロナ禍は世界規模で同時多
発的な健康危機と経済危機をもたらし，人々の
生活のあらゆる側面に影響を及ぼした。それと
同時に，コロナ禍の影響は社会の中で一様では
なく，むしろ集団ごとに異質であることが改めて
認識されるようになった。例えば米国のリアルタ
イムデータ分析から，低所得労働者が高所得者
よりもはるかに大きな雇用・所得喪失に直面した
ことが報告されている（Chetty et al., 2024）。ま
た，ソーシャルディスタンスは特に女性の雇用比
率が高い業種に影響を与え，学校や保育施設の
閉鎖により女性の家庭内での育児負担が増加し
ており，コロナ禍でジェンダー格差が拡大したと
の指摘もある（Alon et al., 2020）。このため，パ
ンデミック対策においては，単に感染拡大を抑
制するだけでなく，最も大きな被害を受ける脆弱
な集団を特定し，支援することが重要である。
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本稿は，そのような問題意識の下で，乳幼児・
現役世代・高齢者といったライフステージごとの
脆弱な集団に焦点を当て，コロナ禍が各集団に
及ぼす影響の差異を実証的に解明することを目
指す。
　日本における最初の新型コロナウイルス感染
症の症例は 2020 年 1 月 16 日に報告された。そ
の後，日本における感染は 2020 年 3 月から急
速に拡大した。日本政府は 2020 年 4 月 7 日に
最初の緊急事態宣言を発出し，2021 年 9 月 30
日までに多い地域では計 4 回にわたって宣言が
発出された。ただし，これらの宣言は法的拘束
力を伴わず，政府は外出自粛や学校の休校，商
業施設の利用制限などを要請した。法的拘束力
を伴う外出禁止令やロックダウンを実施した国
と比べると，日本の対応は緩やかであったと言
える。それでもなお，多くの国民は政府からの
要請に従い，最初の宣言期間中に大都市におけ

る外出者数は 60～80％減少した（Agoop Corp, 
2020）。最初の感染拡大から 3 年余りが経ち，
新型コロナウイルスの感染症法上の位置付け
は，2023 年 5 月 8 日に 2 類相当から 5 類に変
更された。
　以下本稿では，筆者らが日本のデータを用い
て行った，コロナ禍が人々の暮らしや健康に与
えた影響に関する実証研究を紹介する。Ⅱ－ 1
節は，Sato et al.（2023）に基づき，乳幼児の
発達への影響について執筆した。Ⅱ－ 2 節は，
Sato, Sakata, et al.（2021）に基づき，現役世
代の抑うつ症状への影響について執筆した。Ⅱ
－ 3 節は，Sato, Kobayashi, et al.（2021）に基
づき，現役世代の食生活への影響について執筆
した。Ⅱ－ 4 節は，Sato et al.（2022）に基づき，
高齢者の抑うつ症状とソーシャルキャピタルの
関連について執筆した。Ⅲ節は結語である。

Ⅱ．日本のデータを用いた実証研究

Ⅱ－１．乳幼児の発達への影響
Ⅱ－１－１．背景
　コロナ禍は子どもの生活に大きな影響を及ぼし
た。学校は長期休校となり，ピーク時には世界
190 か国以上で 16 億人を超える学齢児童・生徒
が通学できない状況に陥った（UNESCO, 2022）。
ブロンフェンブレンナーの「生態学的システム理
論」によれば，子どもの発達には 5 つの多層的シ
ステムが関与する。すなわち，ミクロシステム（家
庭や保育所），メゾシステム（親と教師の関係な
ど），エクソシステム（近隣や親の職場など），マ
クロシステム（文化や経済など），クロノシステム
（歴史的状況）である（Bronfenbrenner, 2009; 
Bronfenbrenner & Morris, 2007）。コロナ禍はこ
れらすべてのシステムを撹乱した。先行研究では，
子どもにおける精神健康問題の増加，睡眠の質の
低下，身体活動の減少，体重増加，スクリーンタ

イムの増加などが報告されている（Aguilar-
Farias et al., 2020; An, 2020; Rossi et al., 2021; 
Samji et al., 2022; Viner et al., 2022; Yomoda & 
Kurita, 2021）。また，システマティックレビュー
とメタ解析は，パンデミックが学齢期の子どもの
学業成績，特に小学生や低所得家庭の子どもに
対して負の影響を与えたことを示している
（Betthäuser et al., 2023; Hammerstein et al., 
2021）。
　乳幼児や就学前児を対象に，コロナ禍と発達
との関連を検討した研究は少ない。イタリアの
横断研究では，2～5 歳の子どもを持つ母親 245
人の報告から，ロックダウン期間中に情緒や自
己統制の問題が増加したことが示された（Di 
Giorgio et al., 2021）。日本における 3 つの保育
施設で 4～5 歳児 32 人を対象としたエコロジカ
ル研究では，お遊戯会を実施した園の子どもは
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中止した園の子どもに比べ，社会情緒的スキル
が高いと報告された（Doi et al., 2021）。しかし，
これらの研究は便宜的サンプリング，小規模な
サンプルサイズ，パンデミック前や個票データ
の欠如によるバイアスなど，複数の限界を有し
ている。さらに，コロナ禍は低所得層や抑うつ
症状を有する親を持つ子どもに特に大きな影響
を与え，格差を拡大させた可能性がある。しか
し，多くの研究は発達のばらつきがコロナ禍で
どのように変化したかを検討せず，集団平均の
変化を報告するにとどまっている。
　本節の分析は，コロナ禍前から行われていた
日本の一自治体におけるパネルデータを用い，
コロナ禍と乳幼児の発達の関連を，集団平均の
みならず発達のばらつきに着目して検討した。

Ⅱ－１－２．方法
（１）データ
　本節の分析は，東京郊外の一自治体に所在す
る全ての認可保育所に通う，各年度 4 月 1 日時
点で 1 歳，3 歳，5 歳であった子どもを対象と
した。緊急事態宣言が発出される中で，調査対
象の自治体では 2020 年 4 月中旬から 6 月中旬
まで全ての認可保育所が閉鎖され，保護者に登
園自粛が要請された。筆者らの調査によれば，
平常時の登園日数が平均 5.1 日であったのに対
し，緊急事態宣言期間中，調査対象児は週平均
1.9 日欠席していた。
　筆者らは，2017 年から 2021 年にかけて計 5
回の調査を実施した。第 1 回～第 3 回調査はコ
ロナ禍前に行われ，第 4 回・第 5 回調査はコロ
ナ禍の期間に実施された。これらから，1 歳時
点をベースラインとし 3 歳時にフォローアップ
調査を行った群（1-3 歳群）と，3 歳時点をベー
スラインとし 5 歳時にフォローアップ調査を
行った群（3-5 歳群）を構築した。各群には対
照コホートと曝露コホートが含まれ，前者は全
期間を通じてコロナ禍を経験しなかった一方，
後者は 3 歳または 5 歳時にコロナ禍を経験した。
　参加率は，1 歳児 1,000 人中 724 人（72.4％），
3 歳児 922 人中 578 人（62.7％）が有効回答を示

した。2 年後のフォローアップ調査では，1-3 歳
群は 447 人（61.7％），3-5 歳群は 440 人（76.1％）
を追跡することができた。

（２）アウトカム
　子どもの発達年齢は，「KIDS 乳幼児発達ス
ケール」を用いて測定した。これは 6,090 人の
日本の子どもを対象としたデータを用いて開発
されたものである（Miyake et al., 1989）。KIDS
はスタンフォード・ビネー知能検査（相関係数 
r＝0.86）やウェクスラー児童用知能検査（相関
係数 r＝0.65）と高い相関を有し（Miyake et al., 
1990），他の研究においても妥当性が確認されて
いる（Fujimoto et al., 2014 ; Hashimoto et al., 
2013）。質問票は，子どもが特定の行動を行うこと
ができるかどうかを尋ねるもので，8 つの領域（運
動，操作，理解言語，表出言語，概念，対子ども
社会性，対成人社会性，しつけ）に分類されてい
る。質問項目数は，3 歳未満では 142 項目，3 歳
以上では 133 項目であった。質問票の内的一貫
性はすべての年齢群で高く（Cronbach の α 係
数は全体スコアで 0.96 〜 0.97），本研究では保
育士が各項目に回答した。各児が可能であった
行動の数に基づいて発達年齢（月齢）が算出さ
れた。本節では，全体的な発達に加えて，8 つ
の下位領域の発達についても検討した。

（３）曝露
　コロナ禍への曝露を示す変数として，第 4 回ま
たは第 5 回調査での観察を 1とする二値変数を作
成した。加えて，家庭・保育園環境への影響を踏
まえ，保育の質及び保護者の抑うつ症状を測定し
た。 保 育 の 質 は，1 歳 児 に つ い て は Infant/
Toddler Environment Rating Scale Revised 
Edition（Harms et al., 2007），3 歳児については
Early Childhood Environment Rating Scale, 
Third Edition （Harms et al., 2014）を用いて評価
した。これらの尺度は，空間や備品，個人衛生，
言語とリテラシー，学習活動，相互作用，プログ
ラム構造などの側面から，プロセスと構造の両方
の質を評価するものである。ITERS-R は 39 項目，
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ECERS-3 は 35 項目で構成され，それぞれ 1（最
低の質）から 7（最高の質）まででスコア化される。
本研究では，訓練を受けた 2～3 名の評価者が各
保育所を訪問し，ベースライン時に評価を行った
（Fujisawa et al., 2023）。保護者の抑うつ症状は，
世 界 保 健 機 関 の 5 項 目 版 Wellbeing Index
（WHO-5）を用いた自己記入式質問票によって評
価した（World Health Organization. Regional 
Office for Europe, 1998）。スコアは 0 から 25 ま
でであり，13 未満の場合は抑うつ症状がある
と判断した （Halliday et al., 2017）。

（４）共変量
　子どもの年齢は 4 か月ごとのスプライン関数
によってモデル化した。さらにモデルには，子
どもの性別，世帯所得（住民税額に基づき低所
得［13.3 万円未満］・中所得［13.3～30.1 万円］・
高所得［30.1 万円超］の 3 分類），低出生体重
（＜ 2,500g），ひとり親，きょうだいの有無，
母の就労状況，父の就労状況，週当たりの登園
日数を共変量として含めた。

（５）統計解析
　分析では線形混合効果モデルを用いて，コロ
ナ禍と子どもの発達の関連を検討した。データ
は 3 階層構造を有しており，第 1 階層は 2 回の
調査，第 2 階層は子ども，第 3 階層は保育所で
あった。モデルでは曝露及び共変量を固定効果
に含め，ランダム効果として第 2 階層と第 3 階
層にコロナ禍を表す二値変数の切片及び傾きを
加えた。ランダム傾きは，コロナ禍における子
どもの発達における子ども間及び保育所間の追
加的な変動を表すものである。さらに，保育所
の質及び保護者の抑うつ症状による効果修飾も
検討した。
　曝露群と対照群の間でベースライン特性に差
がみられ，また一部の参加者は追跡不能であっ
たため，曝露群に属する確率及び追跡される確
率について傾向スコアを算出し，共変量として
調整することで，サンプル選択バイアス及び脱
落バイアスの影響を軽減した。欠測値はランダ

ムフォレストを用いたアルゴリズムにより補完
した（Mayer, 2021）。線形混合効果モデルはマ
ルコフ連鎖モンテカルロ法を用いて推定した。

Ⅱ－１－３．結果
　表 1 は，参加者の記述統計を表す。対象児は
1-3 歳 群 447 人（女 子 201 人［45.0％］， 男 子
246 人［55.0％］），3-5 歳群 440 人（女子 200 人
［45.5％］，男子 240 人［54.5％］）であった。
曝露群における追跡時の平均年齢（標準偏差）
は，それぞれ 50.0（3.6）か月及び 73.7（3.5）
か月であった。
　図 1 は，線形混合効果モデルによるコロナ禍
と発達の関連の推定結果である。1-3 歳群にお
いては，コロナ禍と総合的な発達との間に負の
関連を示さなかった（係数 1.32，95％信用区間 
−0.44～3.01）。むしろ，運動，操作，概念，対
子ども及び対成人社会性においては正の関連が
みられた。これに対して，3-5 歳群においては，
曝露群は 5 歳時点で対照群に比べて総合的な発
達が平均 4.39 か月遅れていた（係数−4.39，
95％信用区間−7.66～−1.27）。また，すべての
下位領域においてコロナ禍との負の関連が示さ
れた。
　図 2 は，子ども及び保育所のランダム効果の
推定結果である。コロナ禍の期間において子ど
も間及び保育所間での発達の変動が拡大したこ
とが示された。1-3 歳群では，総合的な発達に
関する子ども間及び保育所間のばらつきは，そ
れぞれコロナ禍前と比べて約 8 倍及び 16 倍に
拡大していた。3-5 歳群では，それぞれ約 2 倍
及び 3 倍に拡大していた。両年齢群において，
対成人社会性の領域が最も大きなばらつきを示
した。
　保育所の保育の質は，コロナ禍の 3 歳時点に
おける総合的な発達と正の関連を示した（係数 
2.01，95％信用区間 0.58～3.44）。すべての下位
領域においても正の関連が確認された。一方で，
保護者の抑うつ症状は，コロナ禍の 5 歳時点に
おける総合的な発達の遅れを増幅する傾向を示
した（交互作用の係数−2.62，95％信用区間
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−4.80～−0.49，P＝.009）。下位領域において
も同様の傾向が観察された。

Ⅱ－１－４．考察
　本分析では，日本のある自治体において，コ

ロナ禍と乳幼児の発達との関連を検討した。そ
の結果，コロナ禍を経験したコホートは 5 歳時
点において総合的な発達が平均で 4.39 か月遅
れていたことが明らかになった。一方で，3 歳
時点の発達についてはそのような負の関連は観

（注）　�すべてのモデルは，子どもの年齢，性別，低出生体重，ひとり親，きょうだいの有無，
両親の就労状況，世帯所得，週当たりの登園日数，保育の質，保護者の抑うつ症状，
及び傾向スコアで調整済み。

（出所）　Sato et al.（2023）を基に作成

図１　コロナ禍と乳幼児の発達の関連
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（注）　�すべてのモデルは，子どもの年齢，性別，低出生体重，ひとり親，きょうだいの有無，両親の就労状況，
世帯所得，週当たりの登園日数，保育の質，保護者の抑うつ症状，及び傾向スコアで調整済み。

（出所）　Sato et al. （2023）を基に作成

図２　子ども間・保育所間の発達のばらつきの変化
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察されなかった。
　5 歳時点で得られた負の推定値は大きなもの
であった。曝露群の追跡時平均年齢が 73.7 か月
（標準偏差 3.5）であったことを考慮すると，4.39
か月の遅れは典型的な発達に比して約 6％の遅
れに相当する。この効果量は，オーストラリア
において大規模な山火事の影響を強く受けた小
学校に通う子どもは，そうでない学校の子ども
に比べて読解力と計算力のテストで約 5.5％低
い得点を示していたケースに相当する （L. Gibbs 
et al., 2019）。加齢に伴い，子ども間の発達差は
拡大し，家族以外とのコミュニケーションが発
達においてより重要になる （Bronfenbrenner, 
2009; Bronfenbrenner & Morris, 2007; Smith & 
Hart, 2022）。そのため，コロナ禍によって同年
代の友達や先生との交流が制限されたことが，
5 歳時点でコロナ禍を経験したコホートに特に
強く影響した可能性がある。
　これに対して，1-3 歳群においては，コロナ
禍に関連する点推定値はむしろ正の方向を示し
ていた。保育施設の利用と乳幼児の発達との関
連については先行研究でコンセンサスは得られ
ておらず，とりわけ高い社会経済的地位を有す
る世帯においては負の関連が報告されている。
例えば，社会経済的地位が高い集団を対象とし
た研究では，0 〜 2 歳で保育施設に通った経験
は，8 〜 14 歳時点での知能指数の低下と関連
していた（Fort et al., 2020）。本分析の対象自
治体も比較的高所得の集団であり，この先行研
究と整合する結果が得られたと解釈できる。心
理学的理論は，乳幼児期の子どもの発達におい
て，子どもと大人との 1 対 1 の相互作用の重要
性 を 強 調 し て い る（Csibra & Gergely, 2009, 
2011; Holmes, 2014; Knight, 2017）。コロナ禍に
より保護者が在宅する時間が増加し，家庭内で
の 1 対 1 の相互作用が増加したことが，3 歳時
点での曝露群においてコロナ禍の負の影響を相
殺した可能性がある。
　さらに，本分析は，子ども間及び保育所間にお
ける発達のばらつきがコロナ禍において拡大した
ことを示した。先行研究は，低所得家庭の子ども

にとって保育施設の利用が発達に有益であること
を示している（Caughy et al., 1994; Connell & 
Prinz, 2002; Votruba-Drzal et al., 2004）。そのた
め，コロナ禍における登園自粛は低所得家庭の子
どもにとって特に不利に働き，発達のばらつきを
拡大させた可能性がある。ほぼすべての発達領域
でばらつきの拡大がみられたが，特に対成人社会
性において最も大きな差がみられた。ソーシャル
ディスタンスは子どもを取り巻く社会的環境を変
化させ，社会的スキルのばらつきを増加させたと
考えられる。また，保育所ごとに活動制限や行事
の中止などへの対応が異なっていたことも，保育
所レベルでの差異を生んだ可能性がある（Doi et 
al., 2021）。
　また，本分析は，保育所における保育の質が
コロナ禍において発達と正の関連を示したこと
を明らかにした。これは，保育施設における保
育の質が子どもの認知的及び社会的能力と関連
することを示す先行研究と一致する（NICHD 
Early Child Care Research Network, 2002 ; 
NICHD Early Child Care Research Network 
& Duncan, 2003）。一方で，保護者の抑うつ症
状はコロナ禍において発達の遅れを増幅した。
保育施設は，母親の抑うつ症状と子どもの発達
上の問題との間の有害な関連を緩和する可能性
がある（Herba et al., 2013）。しかし，コロナ
禍においては登園自粛によりこの緩衝機能が低
下し，保護者のメンタルヘルスの問題が子ども
により強く影響した可能性がある。先行研究は，
保護者のメンタルヘルスの問題への曝露が長期
化すると，子どもがより強いストレスを経験す
ることを示している（Kamis, 2021）。このため，
5 歳時点において影響がより顕著であったと解
釈できる。コロナ禍によって発達に不利な影響
を受けた子どもを特定し，積極的な支援を提供
することが重要である。

Ⅱ－２．現役世代の抑うつ症状への影響
Ⅱ－２－１．背景
　コロナ禍は人々の身体的健康のみならずメンタ
ルヘルスにとっても世界的な脅威である（Bao et 
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al., 2020）。8 か国 19 件の研究を対象としたシステ
マティックレビューによれば，コロナ禍における
精神的な問題の有病率は高く，うつ病が 14.6～
48.3％，不安症が 6.3～50.9％，心的外傷後ストレ
ス障害が 7.0～53.8％，心理的苦痛が 34.4～
38.0％，ストレスが 8.1～81.9％であった（Xiong 
et al., 2020）。ソーシャルディスタンスは，人々が
家族，友人，同僚と物理的に接触する機会を妨げ，
孤独感や抑うつ症状を引き起こした可能性がある
（Cacioppo et al., 2015 ; Kawachi & Berkman, 
2001）。さらに，自宅滞在による身体的不活動は
抑うつ症状と関連する可能性がある（Kandola 
et al., 2019; Schuch et al., 2018）。
　また，コロナ禍は雇用や職場環境にも大きな
影響を与えた。多くの人々が仕事を中断又は
失ったが，雇用状況の急激な変化は抑うつ症状
のリスク因子となり得る（Burgard et al., 2007; 
Virtanen et al., 2011; Yoo et al., 2016）一部の研
究では，コロナ禍により離職した人々は，出勤
を継続した人々や在宅勤務を行った人々よりも
メンタルヘルスが悪化していることが示された
（Zhang et al., 2020）。さらに，在宅勤務への移
行は従業員のメンタルヘルスに様々な影響を及
ぼし得る（Bouziri et al., 2020）。在宅勤務は通
勤負担を軽減し，同僚との社会的関係を維持で
きることからストレス軽減に寄与する可能性が
ある（Bouziri et al., 2020）。一方で，在宅勤務
は仕事と家庭時間の境界を曖昧にし，労働時間
の延長や育児との重複を招くことでストレスを
増幅させるとする研究もある（Eurofound and 
the International Labour Office, 2017 ; Standen 
et al., 1999）。これらの労働環境の変化がメンタ
ルヘルスに及ぼす潜在的影響は，ようやく検討
が始まったばかりである。
　本節の分析では，AI 健康アプリ「カロママ」
のユーザーデータを用いて，コロナ禍に関連す
る仕事及び生活様式の変化と抑うつ症状との関
連を検討した。

Ⅱ－２－２．方法
（１）調査の参加者
　2020 年 4 月 30 日から 5 月 8 日にかけて，株
式会社リンクアンドコミュニケーション（現：
株式会社 Wellmira）が提供する AI 健康アプリ
「カロママ」のユーザーに対し，アプリ上で調
査を実施した。カロママは，ユーザーによる食
事，運動，気分，睡眠の質などの記録に対し，
AI が助言を行うアプリである。また，カロマ
マはユーザーの携帯端末に搭載された加速度計
を用いて，歩数を自動的に測定する。アンケー
トの回答者 7,061 人のうち，研究に同意し，緊
急事態宣言（2020 年 4 月 7 日）以前に就労し
ており，平日の歩数記録がある 2,846 人（男性
1,150 人，女性 1,696 人）を分析対象とした。
なお，2020 年 3 月のデータは，日本で新規感
染者数が増加し生活様式が変化しつつあったた
め，使用しなかった。

（２）アンケート調査の内容
　アプリ上で行った調査では，緊急事態宣言前
及び宣言後のそれぞれについて参加者に「あな
たの平日の平均的な 1 日の過ごし方を教えてく
ださい。」と尋ねた。参加者は，平日の 24 時間
を睡眠，通勤，職場での勤務，在宅勤務，育児，
家事，食事，運動，その他の活動に分類し，時
間配分を回答した。筆者らは，平日当たり 6 時
間以上働いている者を「フルタイム勤務」，6
時間未満を「パートタイム勤務」，労働時間が
0 の者を「非就労」と定義した。仕事・生活様
式の変化は以下のように定義した。（１）「平日
の歩数減少」は，緊急事態宣言期間の平日歩数
が宣言前より少なかった者とした。（２）「仕事
の中断または失業」は，宣言前にフルタイムま
たはパートタイムで就労していたが，宣言期間
に非就労となった者とした。（３）「労働時間増
加」は，宣言前よりも宣言期間に労働時間が増
加した者とした。（４）「在宅勤務への移行」は，
宣言前に職場での勤務時間が多かったが，宣言
期間には在宅勤務が増加した者とした。（５）「育
児時間増加」は，宣言期間に育児に費やす時間
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が増加した者とした。
　抑うつ症状は二質問法を用いて評価した。こ
のスクリーニングは「この 1ヶ月間，気分が沈
んだり，憂うつな気持ちになったりすることが
よくある」，「この 1ヶ月間，どうも物事に対し
て興味がわかない，あるいは心から楽しめない
感じがよくある」という 2 つの項目から構成さ
れる。これらのいずれか，または両方に「はい」
と回答した者を抑うつ症状ありと判定した。こ
の二質問法によるスクリーニングは簡便かつ短
いが，妥当性が検証されており，他の尺度と比
較しても同等の性能を示している（Spitzer et 
al., 1994; Tsoi et al., 2017; Whooley et al., 1997）。

（３）統計解析
　第一に，平日の歩数の決定因子を検討した。
平日の平均歩数は，個人のランダム効果を含む
線形混合モデルを用いて推定した。緊急事態宣
言期間を表すダミー変数の係数は，宣言下で歩
数がどの程度減少したかを表した。第二に，仕
事及び生活様式の変化が抑うつ症状とどのよう
に関連するかを評価するためにロジスティック
回帰分析を用いた。このモデルでは，性別，年
齢，平日の歩数減少，仕事の中断・失業，労働

時間の増加，在宅勤務開始，育児時間の増加を
示す二値変数を調整した。

Ⅱ－２－３．結果
　表 2 は参加者の記述統計を示している。緊急
事態宣言期間には男女ともにフルタイム勤務者
数が減少した。参加者のおよそ 70％は平日の歩
数が減少した。男性は女性より在宅勤務に移行
する傾向が高く（男性 32.3％，女性 23.5％），一
方で女性は男性より仕事の中断または失業を経
験する割合が高かった（女性 14.0％，男性
3.7％）。抑うつ症状は女性により多く認められ
た（女性 45.1％，男性 32.6％）。
　図 3 は 2020 年における平均歩数の推移を示
している。混合効果モデルによって年齢，性別，
勤務形態を調整すると，緊急事態宣言期間中は
宣言前と比べて平均歩数が 1 日当たり 1143.8
歩減少していた（係数＝−1143.8，95％信頼区
間−1557.3～−730.2）。
　表 3 は，緊急事態宣言期間中の仕事・生活様
式の変化と抑うつ症状との関連を示している。
抑うつ症状は，女性（オッズ比 1.58，95％信頼
区間 1.34～1.87），平日の歩数減少（オッズ比
1.22，95％信頼区間 1.03～1.45），労働時間の増

表２　参加者の記述統計

  男性 （n＝1,150） 女性 （n＝1,696）

年齢（歳），平均（SD） 50.3 10.2 43.0 12.0
フルタイム勤務，n（％）
　緊急事態宣言前 1,112 96.7 1,407 83.0
　緊急事態宣言期間 1,043 90.7 1,122 66.2
平日 1 日当たり歩数，平均（SD）
　緊急事態宣言前 8,545.1 4,776.0 6,257.5 3,699.0
　緊急事態宣言期間 7,333.9 5,804.8 5,094.7 3,738.9
仕事・生活様式の変化，n（％）
　平日の歩数減少 815 70.9 1,195 70.5
　仕事の中断・失業   43   3.7   238 14.0
　労働時間の増加 110   9.6   133   7.8
　在宅勤務開始 371 32.3   398 23.5
　育児時間の増加 108   9.4   169 10.0
うつ症状あり，n（％） 375 32.6   765 45.1

（出所）　Sato, Sakata, et al. （2021）を基に作成
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加（オッズ比 1.73，95％信頼区間 1.32～2.26）
と正の関連を示した。一方で，在宅勤務の開始
は抑うつ症状と負の関連を示した（オッズ比
0.83，95％信頼区間 0.69～0.99）。

Ⅱ－２－４．考察
　本節の分析は，健康アプリ「カロママ」のユー
ザーデータを用いて，コロナ禍に関連する仕事
及び生活様式の変化が抑うつ症状とどのように
関連するかを検討したものである。感染拡大防
止のための外出自粛を含む対策は，多くの人々
の仕事や生活様式を変化させており，そのメン

タルヘルスへの影響を調べることは重要である 
（Arora & Desai, 2016）。本分析の参加者は，
緊急事態宣言期間に平均で 1,100 歩以上平日の
歩数を減少させていた。抑うつ症状は，平日の
歩数減少及び労働時間増加と正の関連を示し
た。一方で，在宅勤務の開始は抑うつ症状と負
の関連を示した。
　平日の歩数減少は，緊急事態宣言期間におけ
る身体的不活動を表している。この結果は，身
体的不活動がコロナ禍におけるうつ病リスクの
増加と関連していたことを示す先行研究と整合
的である（Schuch et al., 2020; Werneck et al., 

図３　参加者の平均歩数の推移

（出所）　Sato et al. （2021）を基に作成
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表３　緊急事態宣言期間中の仕事・生活様式の変化と抑うつ症状との関連

変数 オッズ比 95％信頼区間

女性 1.58 1.34 1.87
年齢 0.99 0.98 0.998
平日の歩数減少 1.22 1.03 1.45
仕事の中断・失業 1.01 0.78 1.32
労働時間の増加 1.73 1.32 2.26
在宅勤務開始 0.83 0.69 0.99
育児時間の増加 1.08 0.83 1.40
定数項 0.43 0.36 0.52

（出所）　Sato, Sakata, et al. （2021）を基に作成
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2020）。身体活動は，生物学的及び心理社会的経
路を通じてうつ病に対して保護的に働くことが
知られている（Kandola et al., 2019）。しかし，
外出自粛要請は人々の身体活動の機会を減少さ
せ，うつ病リスクを高めた可能性がある。生物
学的機序としては，身体活動が神経可塑性を高
め，炎症，酸化ストレス，視床下部-下垂体-副腎
（HPA）軸からのコルチゾール分泌を減少させ
ることが知られている（Schuch et al., 2018）。こ
れらの身体活動の機能は，うつ病に関連する海
馬や前頭前野，前帯状皮質の体積減少を防ぐ可
能性がある（Bora et al., 2012; Schmaal et al., 
2016; Zhao et al., 2014）。心理社会的機序として
は，身体活動は自尊感情や自己効力感と関連し
ており，これらはいずれも抑うつ症状に対して保
護的である（Kandola et al., 2019）。外出自粛は，
身体活動を通じて得られるこうした肯定的認知
を阻害した可能性がある。さらに，緊急事態宣
言前に身体的に活発であった人々は，活動制限
を受けてより強い不満やストレスを感じた可能性
がある。中国の成人を対象とした研究では，運
動時間と生活満足度との間に負の関連が認めら
れた（Zhang et al., 2020）。また，ブラジルの研
究では，コロナ禍において新たに身体的不活動
となった者は孤独感のリスクが高かったのに対
し，もともと不活動であった者はその関連が明確
でなかった（Schuch et al., 2020）。これは，もと
もと不活動であった者は在宅での生活に適応し
やすい一方，活動的であった者は制限への適応
が困難であった可能性を示唆する。
　社会的交流の観点からは，平日の歩数減少は，
緊急事態宣言期間中の社会的孤立も反映してい
ると考えられる。日本の調査によれば，66.3％
の人々が，宣言期間には 1 年前と比べて対面で
人 と 会 う 機 会 が 減 少 し た と 回 答 し て い る
（Nippon Research Center Ltd., 2020）。社会
的孤立は孤独感を生じさせ，孤独によるストレ
スは HPA 軸を活性化しコルチゾール濃度を上
昇させ，うつ病の病態に寄与する可能性がある
（Cacioppo et al., 2015）。本節の分析結果は，
低いソーシャルキャピタルや社会的支援が不安

やストレスの増加と関連していたという他のコ
ロナ禍関連研究と一致する（Cao et al., 2020; 
Xiao et al., 2020）。
　本分析において，在宅勤務の開始は抑うつ症
状と負の関連を示した。これは，在宅勤務が従
業員のウェルビーイングを高めるとした先行研究
と一致する（Bloom et al., 2015; Kazekami, 2020; 
Kitagawa et al., 2021）。コロナ禍においては，在
宅勤務が宣言期間中も仕事を継続し，同僚と交
流することを可能にし，帰属意識を保つ助けと
なった可能性がある。また，職場や通勤時の感
染への恐怖を軽減する効果もあったであろう。
パンデミック初期の研究では，在宅勤務を含む
職場での感染対策が従業員の心理的苦痛と負の
関連を示していた（N. Sasaki et al., 2020）。日本
ではコロナ禍以前に在宅勤務は一般的ではなく，
2019 年 9 月時点で在宅勤務を行っていた従業員
は 8.4％に過ぎなかった（Ministry of Internal 
Affairs and Communications, 2020）。しかし，
外出自粛要請により在宅勤務は急速に普及し，
2020 年 5 月の時点で 27.7％の従業員がコロナ禍
において在宅勤務を行ったと報告されている
（内閣府，2020）。本分析においても，男性の
30.0％，女性の 19.1％が在宅勤務へ移行していた。
　ただし，在宅勤務の影響は一様ではない。在
宅勤務は通勤時間が減ることで運動やその他の
活動時間を増やす一方で，仕事と家庭の境界を
曖昧にし，労働時間を延ばす可能性がある。実
際，在宅勤務を開始した者は座位時間やスク
リーンタイムが増加したとする報告もある
（McDowell et al., 2020）。本分析の結果も，労
働時間の増加が抑うつ症状と関連しており，在
宅勤務の利点を相殺する可能性を示唆してい
る。座位時間が健康に悪影響を与えることはよ
く知られている（Young et al., 2016）。また，
日本企業で実施されたストレスチェックのデー
タを用いた分析は，コロナ禍初期の 2020 年に
は高ストレスのリスクが在宅勤務などを通じて
一時的に緩和されたが，2021 年には悪化に転
じたことを示している （Xie et al., 2023）。在宅
勤務の長期的影響についてはさらなる研究が必
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要である。

Ⅱ－３．現役世代の食生活への影響
Ⅱ－３－１．背景
　雇用形態や職場環境は食事パターンに影響を
及ぼし得る（Chau et al., 2017）。コロナ禍にお
いて多くの労働者が在宅勤務を行うようになっ
たが（内閣府，2020），在宅勤務が食事パター
ンに与える影響についてはあまり知られていな
い。在宅勤務は通勤時間を不要にし，人々が健
康的な食事を準備できるようにする可能性があ
る。米国の成人を対象とした研究では，在宅勤
務者は平均より 1.7 倍多く調理に時間を費や
し，2.6 倍多く自宅で飲食していたと報告され
ている（Restrepo & Zeballos, 2020）。さらに，
前節の分析では，在宅勤務の開始がコロナ禍に
おける抑うつ症状と負に相関していることを明
らかにした（Sato, Sakata, et al., 2021）。抑う
つ症状は食欲を減退させ，食品摂取量を減少さ
せる。そのため，在宅勤務はメンタルヘルスを
介して健康的な食生活に寄与する可能性もある。
　一方で，在宅勤務は仕事と家庭の境界を曖昧
にし，労働時間の延長や育児・家事時間の増加
につながり，結果として調理済み食品や宅配食
に依存する可能性がある（Eurofound and the 
International Labour Office, 2017; Standen et 
al., 1999）。また，育児や家事の負担は男性より
女性に偏りやすく，このような家庭内役割の
ジェンダー差は在宅勤務と食事パターンとの関
連を修飾する可能性がある。コロナ禍によって
在宅勤務が世界的に普及した現在，その食事へ
の影響を探ることは重要である。
　これまでにいくつかの研究がコロナ禍におけ
る食事変化を調査しているが，その報告は一貫
していない。イタリアの研究では，人口の一部で
野菜や果物の摂取が増加したと報告された
（Scarmozzino & Visioli, 2020）。また，スペイン，
イタリア，ブラジル，コロンビア，チリの若者を
対象とした研究では，野菜，果物，豆類の摂取
頻度が増加し，ファストフードの摂取が減少した
（Ruiz-Roso et al., 2020）。スペインの研究では，

外出制限が地中海食への遵守や健康的な食行動
を促したと結論づけられた（Rodríguez-Pérez et 
al., 2020）。一方，米国の研究では，野菜，果物，
低脂肪たんぱく質の摂取が減少し，赤身及び加
工肉，精製穀物の摂取が増加したと報告された
（Bin Zarah et al., 2020）。ポーランドの研究で
も，ロックダウン中に BMI が増加した人々の間
で同様の食事変化が認められた （Sidor & 
Rzymski, 2020）。さらに，中国の研究では，新
鮮な野菜，果物，大豆製品，乳製品の摂取頻度
が減少したと報告されている （Jia et al., 2021）。
菓子類やスナックの消費増加は一貫して報告さ
れている（Bin Zarah et al., 2020; Ruiz-Roso et 
al., 2020; Scarmozzino & Visioli, 2020）。しかし，
これらの研究はいずれも横断研究デザインであ
り，コロナ禍前後の食事パターンの変化につい
て想起バイアスが生じる可能性がある。
　本節の分析では，前節でも用いた AI 健康ア
プリ「カロママ」の縦断データを用いて，コロ
ナ禍における多様な食品群の摂取頻度の変化を
検討した。さらに，在宅勤務や他の生活習慣（労
働時間，育児時間，家事時間など）が食事パター
ンの変化と関連するかどうかも検討した。

Ⅱ－３－２．方法
（１）調査の参加者
　本分析は，前節でも用いた「カロママ」上で
2020 年 4 月 30 日から 5 月 8 日にかけて行われ
たオンライン調査のデータを利用して行った。
研究対象者は，研究に同意しており，2020 年 1
月 1 日から 5 月 13 日までの間に食事記録を有
している者とした。最終的に，5,929 人（男性
1,972 人，女性 3,957 人）が分析対象として含
まれた。

（２）食事記録
　食品群の摂取頻度は，「カロママ」に入力さ
れた食事記録に基づいて推定した。ユーザーが
摂取した食品を入力すると，アプリはそれを
14 の食品群に分類する。また，ユーザーが撮
影した食事の写真を AI が画像認識することに
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よって正確な食事記録を支援する。アプリには
およそ 15 万件の食品が含まれており，生鮮食
品，惣菜，加工食品，及び約 450 の店舗やレス
トランのメニューが収載されている。惣菜の場
合，栄養摂取量は記録された食品項目を標準メ
ニューに当てはめることにより算出され，この
標準メニューは複数のレシピ本に基づいて事前
に定義されている。「カロママ」の食事記録の
正確性については，Y. Sasaki et al.（2022）に
よって検証されている。
　分析では 2020 年 1 月 1 日から 5 月 13 日まで
の食事記録を利用し，最初に緊急事態宣言期間
が発出された 4 月 7 日の前後で食事パターンを
比較した。平日と休日では食事パターンが異なり，
かつ両期間で祝休日の日数が異なっていたこと
から，平日のデータのみを用いた。アウトカムは，
宣言前後における野菜，果物，肉類，菓子類，
アルコールの摂取頻度である。各食品群の一品
目当たりの重量がカットオフ値以上である場合
を，その食品群の 1 回の摂取としてカウントした。
カットオフは『食事バランスガイド』（Ministry 
of Agriculture, Forestry and Fisheries, 2005） 
及び『国民健康・栄養調査』 （Ministry of Health, 
Labour and Welfare, 2020）に基づき，次の通り
に定めた。野菜≥ 70g（食事バランスガイドにお
ける野菜 1 サービングに相当），果物≥ 50g（国
民健康・栄養調査における 1 日平均果物摂取量
52.3g に相当〔1,000kcal 当たり，20 歳以上のデー
タ〕，かつ食事バランスガイドにおける果物 1 ポー
ション〔100g〕の半分に相当），肉類≥ 45g（国
民健康・栄養調査における 1 日中央値 47.4g に
相当），菓子類＞ 0g（ポテトチップス，ケーキ，
チョコレートなどの菓子類），アルコール≥ 7.5g
（ビール 200mL に相当）である。

（３）説明変数
　主要な曝露は，2020 年 4 月 7 日から 5 月 13
日までの緊急事態宣言期間であり，この期間の
観測に対して 1 を与えるダミー変数をモデルに
加えた。また，緊急事態宣言の前後での平日の
様々な活動（睡眠，通勤，職場での勤務，在宅

勤務，育児，家事，食事，運動，その他）に対
する 24 時間の配分の変化を尋ねた。そして職
場での勤務時間よりも在宅勤務の時間の方が長
い者を表すダミー変数を作成した。就業状況と
して，自営業，管理職，一般正規雇用，非正規
雇用，無職（学生，専業主婦・主夫を含む）を
表すカテゴリ変数を加えた。抑うつ症状は，前
節と同じく二質問法を用いて測定した。年齢と
性別も調整した。

（４）統計解析
　本分析では，個人のランダム効果を含む一般
化線形混合モデルを用いて食品群の摂取頻度を
推定した。飲酒しない人がいることによる過分
散に対処するためアルコール摂取については負
の二項分布を当てはめ，それ以外の食品群に対
してはポアソン分布を当てはめた。食事の入力
日数は個人によって異なるため，モデルにオフ
セット項（食事の入力日数の対数）を含めた。

Ⅱ－３－３．結果
　表 4 は参加者の属性を示している。参加者の
多くは一般正規雇用（34.0％）であり，次いで
無職，非正規雇用，管理職，自営業者の順であっ
た。緊急事態宣言期間中に在宅勤務を行った人
の割合は 5.6％から 27.8％に上昇した。平均し
て労働時間は減少し，他の活動（育児，家事，
食事，運動，睡眠）に費やす時間は増加した。
参加者のうち 41.3％は抑うつ症状があると報告
された。
　表 5 は一般化線形混合モデルの結果を示して
いる。緊急事態宣言期間中，野菜（発生率比
［IRR］＝1.06, 95％信頼区間［CI］＝1.05-1.07），
肉類（1.02, 1.01-1.04），菓子類（1.04, 1.03-1.06）
の摂取頻度が増加し，アルコールの摂取頻度は
減少した（0.94, 0.89-0.99）。在宅勤務は，野菜
（1.02, 1.004-1.03），果物（1.06, 1.03-1.09），菓子
類（1.04, 1.02-1.06）の摂取頻度の増加と関連し
ていたが，肉類（0.98, 0.96-0.999），アルコール
（0.93, 0.86-0.997）の摂取頻度の減少と関連して
いた。就業者は非就業者と比較して果物の摂取
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が少なく，肉類とアルコールの摂取が多かった。
特に，非正規労働者は野菜（0.93, 0.89-0.97）の
摂取が少なかった。育児時間は，野菜（0.99, 
0.99-0.996）と果物（0.98, 0.97-0.99）の摂取の減
少と関連し，肉類（1.01, 1.01-1.02）の摂取の増加
と関連していた。抑うつ症状は，菓子類とアル
コールを除く食品摂取頻度と負の関連を示した。
　層別分析では，特に女性，45 歳未満，非管
理職労働者（一般正規雇用及び非正規雇用）に
おいて，在宅勤務と野菜・果物摂取増加の関連
が顕著であった。一方，女性又は 45 歳未満の
参加者では，育児時間が野菜・果物摂取の減少
と関連していた。非管理職労働者では緊急事態
宣言期間中に肉類と菓子類の摂取が増加してい
た。また，自営業者で抑うつ症状がある者は，
ない者と比べてアルコールの摂取頻度の多さが

顕著であった（2.02, 1.11-3.67）。

Ⅱ－３－４．考察
　本節の分析は，コロナ禍における食事の変化
が，生活様式や働き方とどのように関連してい
たかを，「カロママ」ユーザーの縦断データを
用いて検討したものである。筆者らは，緊急事
態宣言期間において，野菜，肉類，菓子類の摂
取頻度が増加し，アルコール摂取頻度が減少し
たことを見出した。特に宣言期間に在宅勤務を
開始した者は，野菜摂取頻度を 8％，菓子類を
8％増加させ，アルコール摂取頻度を 13％減少
させていたと推定された。これらの食事パター
ンの変化は，スペイン，イタリア，ブラジル，
コロンビア，チリからの報告と類似していた
（Rodríguez-Pérez et al., 2020; Ruiz-Roso et al., 

表４　参加者の記述統計

  緊急事態宣言前 緊急事態宣言期間

年齢（歳），平均（SD） 44.0（13.8）
性別，n （％）
　男性 1,842（31.1）
　女性 4,087（68.9）
就業状況
　自営業 327（5.5）
　管理職 879（14.8）
　一般正規雇用 2,014（34.0）
　非正規雇用 1,344（22.7）
　無職 1,365（23.0）
抑うつ症状，n（％） 2,449（41.3）
在宅勤務，n（％） 332（5.6） 1,672（28.2）
平日の仕事・生活パターン（時間），平均（SD）
　労働時間 7.13（3.72） 5.85（4.05）
　育児 0.70（1.84） 0.93（2.32）
　家事 1.86（1.71） 2.28（1.89）
　食事 1.55（0.76） 1.69（0.80）
　運動 0.84（0.88） 0.92（0.85）
　睡眠 6.46（1.15） 6.85（1.31）
1 日当たりの摂取頻度（回），平均（SD）
　野菜 1.65（1.02） 1.69（1.08）
　果物 0.52（0.59） 0.52（0.60）
　肉類 0.94（0.47） 0.92（0.48）
　菓子類 1.03（0.90） 1.02（0.91）
　アルコール 0.20（0.39） 0.19（0.40）

（出所）　Sato, Kobayashi, et al. （2021）を基に作成
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2020; Scarmozzino & Visioli, 2020）。しかしな
がら，育児時間は野菜と果物の摂取減少と関連
し，肉類の摂取増加と関連していた。また，抑
うつ症状は，菓子類とアルコールを除く食品摂
取頻度と負の関連を示した。
　筆者らは，野菜摂取が増加したことから，緊急
事態宣言期間中に全体的に食事の質が改善した
と解釈している。先行研究は，野菜摂取が様々
な栄養素の摂取を高め，食事全体の質を示すこ
とを明らかにしている（Aljadani et al., 2013; Hoy 
et al., 2019; Su & Arab, 2006; Wakita Asano et 
al., 2008）。野菜摂取を増加させることは，食事に
関するガイドラインを遵守する上で重要である
（Sebastian et al., 2019）。野菜・果物摂取の増加
は，心血管疾患，がん，全死因死亡（Aune et 
al., 2017），及び脳卒中（He et al., 2006）のリス
ク低下と関連している。本分析で観察された食
事パターンの変化は，食事場所の変化に起因す
る可能性がある。先行研究は，外食が高エネル
ギー・高脂肪の摂取，低食物繊維や低ビタミン C・
Ca・Fe 摂取，肥満と関連していることを示して
いる（Bezerra et al., 2012; Goffe et al., 2017; 
Lachat et al., 2012; Myhre et al., 2014; Nago et 
al., 2014）。コロナ禍の外出自粛要請は，人々を不
健康な外食から遠ざけ，自炊を促したと考えら
れる。さらに，在宅勤務は，通勤時間を削減する
ことで自炊の機会を増やす。時間不足は健康的
な食事を準備する上での主要な障壁とされてき
た（Escoto et al., 2012; Munt et al., 2017; Welch 
et al., 2009）。在宅勤務はこの時間的制約を緩和
し，より健康的な食事を準備できるようにした可
能性がある。層別分析では，特に女性，若年層，
非管理職労働者において，在宅勤務による野菜，
果物など健康的な食事の増加が顕著であった。
これらの群は従来，職場や通勤の負担により食
生活が制約されていたが，在宅勤務により家庭
で時間を管理できた可能性がある。
　しかし一方で，緊急事態宣言期間や在宅勤務
は菓子類の摂取の増加とも関連していた。コロ
ナ禍はストレスフルな出来事であり，ストレス
は 嗜 好 性 の 高 い 食 品 摂 取 を 増 加 さ せ う る

（Sinha & Jastreboff, 2013）。実際，間食とス
ト レ ス の 間 に 正 の 関 連 が 観 察 さ れ て い る 
（Oliver & Wardle, 1999）。特に，コロナ禍で
初めて在宅勤務を経験した人々は，不慣れな働
き方によりストレスを受けやすく，間食の増加
につながった可能性がある。特に非管理職労働
者では，宣言期間中に菓子類摂取の顕著な増加
が認められた。これらの群は生活・労働様式の
変化が大きく，それが間食の増加を招いたと考
えられる。
　また，育児時間の増加は野菜・果物の摂取減
少，肉類摂取増加と関連していた。コロナ禍で
多くの保育園や学校が閉鎖され，日本では母親
の 47.1％，父親の 29.3％が育児時間が 1 日 5 時
間以上増加したと報告されている（The Center 
for Early Childhood Development, Education, 
and Policy Research, 2020）。本分析では，育児
時間が 5 時間増えると，野菜摂取頻度は 4％，
果物摂取頻度は 8％減少していた。層別分析で
は，特に女性や若年層で育児時間と野菜・果物
摂取減少の関連が明確であった。これらの群は
育児負担が重く，健康的な食事を取る時間が不
足していた可能性が高い。

Ⅱ－４．高齢者の抑うつ症状とソーシャルキャ
ピタルの関連
Ⅱ－４－１．背景
　高齢者は基礎疾患を有することが多く，新型
コロナウイルス感染症の重症化リスクが高いた
め，パンデミック下で最も脆弱な集団の一つで
ある（ECDC Public Health Emergency Team 
et al., 2020; Petrilli et al., 2020）。別居する家族
は感染を恐れて高齢の親を訪問することを避
け，また高齢者自身も親族や友人との交流を控
えた結果，社会的孤立や孤独に陥ることとなっ
た（Wu, 2020）。英国の縦断研究では，身体障
害を持つ高齢者は，そうでない者に比べ，コロ
ナ禍においてうつ，不安，孤独のリスクが高い
ことが示された（Steptoe & Di Gessa, 2021）。
しかし，一般の高齢者集団に関するエビデンス
は不足しており，コロナ禍においてメンタルヘ
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ルスの問題へのレジリエンスをいかに高めるか
は依然として不明である。
　困難な時期への備えの一つとして，コミュニ
ティにおけるソーシャルキャピタルの構築がある。
ソーシャルキャピタルは「人々がネットワークや
集団への帰属を通じてアクセス可能となる資源」
と定義される（Kawachi & Berkman, 2014）。米
国の郡を対象としたエコロジカル研究では，同質
的な集団の bonding 型及び垂直的な関係を含む
linking 型のソーシャルキャピタルが，コロナ禍に
よる超過死亡率と負に関連していたことが報告さ
れている（Fraser et al., 2021）。メンタルヘルス
の観点からは，大震災後の日本において，災害前
の認知的ソーシャルキャピタル（地域への信頼，
互酬性，コミュニティへの愛着）が，心的外傷後
ストレス障害や抑うつ症状のリスク低下と関連し
ていたことが示されている（Hikichi et al., 2016; 
Sato et al., 2020）。しかしながら，感染症のパン
デミックにおいてソーシャルキャピタルが抑うつ
症状を予防しうるかについては，十分に研究され
ていない。外出制限やソーシャルディスタンスの
確保は人々の交流を制限し，ソーシャルキャピタ
ルがメンタルヘルスにもたらす利益を阻害しう
る。実際，英国ではパンデミック中にリアルタイ
ムでの接触頻度が減少し（Steptoe & Di Gessa, 
2021），中国のロックダウンでは，個人レベル・地
域レベル双方のソーシャルキャピタルが低下して
いたことが報告されている（Luo et al., 2021）。ま
た，米国の研究は，地域の凝集性がコロナ禍にお
ける抑うつ症状と負に関連していたことを報告し
ている（Robinette et al., 2021）。しかし，この研
究は横断的デザインであったため，時間変化を考
慮できず，コロナ禍で抑うつ症状を有する者は，
そうでない者よりもソーシャルキャピタルへのア
クセスが少ないという因果関係の逆転が生じてい
る可能性を否定できない。したがって，コロナ禍
におけるソーシャルキャピタルとメンタルヘルス
の関連を検証するには，縦断研究が必要である。
　本分析は，日本の高齢者を対象とした縦断研
究データを用いて，コロナ禍前のソーシャル
キャピタルが，コロナ禍における抑うつ症状リス

クとどのように関連するかを検討した。また，コ
ロナ禍によるソーシャルキャピタルの低下を調
整した後でも，コロナ禍前のソーシャルキャピタ
ルとの関連が維持されるかどうかを検討した。

Ⅱ－４－２．方法
（１）調査の参加者
　本分析のデータは，日本老年学的評価研究
（Japan Gerontological Evaluation Study, 
JAGES）の一環として収集された。これは，
65 歳以上で要介護認定を受けていない者を対
象とした全国規模のコホート研究である。ベー
スライン調査は，コロナ禍前の 2019 年 11 月か
ら 2020 年 1 月にかけて，10 の自治体において
無作為抽出法を用いて対象者に自己記入式質問
票を郵送した。88,476 人が調査に招待され，そ
のうち 62,973 人が質問票を返送し，回答率は
71.2％であった。フォローアップ調査は，コロ
ナ禍の 2020 年 11 月から 2021 年 2 月にかけて
実施された。ベースライン調査に回答した住民
のうち 12,705 人を無作為に抽出し，質問票を
郵送した。その結果，10,860 人が追跡調査に回
答し，追跡率は 85.5％であった。性別や年齢が
確認できない者，ベースライン時点で抑うつ症
状を呈していた者を分析から除外し，最終的な
分析対象は 8,291 人となった。

（２）抑うつ症状とソーシャルキャピタル
　アウトカムとなる抑うつ症 状は 15 項目版
Geriatric Depression Scale（Burke et al., 1991）
を用いて測定した。スコアが 5 点以上の参加者を
抑うつ症状ありと判定した（Wada et al., 2003）。
　ソーシャルキャピタルは，先行研究に基づき，
「市民参加」，「社会的凝集性」，「互酬性」の 3
つのサブスケールを用いて，個人レベル及び地
域レベルで測定された（Saito et al., 2016）。市
民参加は，月に 1 回以上参加しているグループ
の数（スポーツ，趣味，学習・教養，ボランティ
ア，特技・経験の伝達）として表された。社会
的凝集性は，「あなたの地域の人々は，一般的
に信用できると思いますか。」「あなたの地域の
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人々は，多くの場合，他の人の役に立とうとす
ると思いますか。」「あなたは現在住んでいる地
域にどの程度愛着がありますか。」という 3 つ
の質問のうち，5 件法で「当てはまる」又は「ま
あ当てはまる」と回答した項目数によって表さ
れた。互酬性は，「あなたの心配事や愚痴を聞
いてくれる人」「反対に，あなたが心配事や愚
痴を聞いてあげる人」「あなたが病気で数日間
寝込んだときに看病や世話をしてくれる人」が
それぞれいるかどうかという 3 つの質問に対し
て，当てはまる項目数によって表された。これ
ら 3 つのサブスケールの得点範囲は 0 から 3 で
あり，市民参加について 3 つ以上のグループに
参加している場合は 3 とした。
　地域レベルのソーシャルキャピタルは，小学
校区内の個人回答の平均値を用いて算出された
（Saito et al., 2016）。各自治体の教育委員会が
小学校区の境界を定めており，それはしばしば
旧村落の社会地理的範囲と一致し，そこでは住
民が農作業を助け合い，神社や寺院，公民館と
いった共用施設を利用し，祭りや文化活動を共
にしていた（Aida et al., 2009）。本分析では 10
自治体内の 455 学区を含み，各学区当たり平均
18.2 人の参加者であった。個人レベル及び地域
レベルのソーシャルキャピタルの得点は Z ス
コアに標準化した。

（３）その他の共変量
　モデルでは，ベースライン調査で測定された
交絡因子を調整した。これには，性別，年齢，
学歴（低：9 年以下，中：10～12 年，高：13
年以上），等価世帯収入（低：200 万円未満，中：
200 万円以上 400 万円未満，高：400 万円以上），
配偶者，独居，就業，及び既往症の有無，老研
式活動能力指標による手段的日常生活動作
（IADL）の自立度（自立＝5 点，依存＝4 点
以下）（Koyano et al., 1991）が含まれる。また，
自治体レベルの変数として，人口密度と，各自
治体又は都道府県のウェブサイトから取得した
2020 年 11 月から 2021 年 2 月の人口 10 万人当
たりの新型コロナウイルス感染症新規感染者数

（月平均）を使用した。

（４）統計解析
　コロナ禍における抑うつ症状とコロナ禍前の
ソーシャルキャピタルの関連を検討するため，
小学校区及び自治体のランダム効果を含むマル
チレベルロジスティック回帰分析を行った。モ
デル 1 では，ベースラインで測定された個人レ
ベル及び地域レベルのソーシャルキャピタルの
3 つのサブスケールを調整した。モデル 2 では，
ソーシャルキャピタル得点の変化（ベースライ
ン調査とフォローアップ調査の差分）を追加で
調整し，コロナ禍でソーシャルキャピタルが低
下していたとしても，コロナ禍前のソーシャル
キャピタルが独立して抑うつ症状と関連するか
を検討した。
　一部の参加者を追跡できなかったため，脱落
バイアスに対処するために逆確率重み付けを
行った。欠測値については，多重代入法を用い
て 10 個の代入データセットを作成し補完した。
各変数の欠測率は 0.0％から 18.5％であった。

Ⅱ－４－３．結果
　表 6 は参加者の属性を示している。市民参加
の得点はコロナ禍において減少した一方で，個
人レベルにおける社会的凝集性は増加した。個
人レベルの互酬性の得点は顕著な変化を示さな
かった。地域レベルのソーシャルキャピタルに
ついても同様の傾向が認められた。参加者のう
ち，1,089 人（13.1％）が新たに抑うつ症状を
発症した。
　表 7 は，抑うつ症状とソーシャルキャピタル
の関連を検討したマルチレベルロジスティック
回帰分析の結果を示している。モデル 1 におい
ては，コロナ禍前の個人レベルの社会的凝集性
（オッズ比＝0.79，95％信頼区間：0.73-0.86）
及び互酬性（オッズ比＝0.89，95％信頼区間：
0.82-0.96）が抑うつ症状のオッズ比と負の関連
を示した。また，地域レベルのコロナ禍前の互
酬性も抑うつ症状リスクの低下と関連していた
（オッズ比＝0.93，95％信頼区間：0.88-0.98）。
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　コロナ禍前後のソーシャルキャピタル得点の
変化を追加で調整したモデル 2 では，個人レベ
ルのコロナ禍前のソーシャルキャピタルは，3
つのサブスケールすべてにおいて独立して抑う
つ症状のオッズ低下と関連していた（市民参
加：オッズ比＝0.85，95％信頼区間：0.75-0.97；
社会的凝集性：オッズ比＝0.66，95％信頼区間：
0.61-0.72；互酬性：オッズ比＝0.82，95％信頼

区間：0.75-0.89）。一方で，コロナ禍における
個人レベルのソーシャルキャピタル得点の低下
は，抑うつ症状リスクの上昇と関連していた
（市民参加：オッズ比＝1.23，95％信頼区間：
1.16-1.31；社会的凝集性：オッズ比＝1.47，
95％信頼区間：1.35-1.60；互酬性：オッズ比＝
1.20，95％信頼区間：1.12-1.29）。地域レベルに
おいては，コロナ禍前の互酬性が抑うつ症状リ

表６　参加者の記述統計

変数    

個人レベル（n＝8,291）
男性，n（％） 4,131 49.8
年齢（歳），平均（SD） 74.9 5.91
教育年数，n（％）
　低 1,574 19.0
　中 3,422 41.3
　高 3,295 39.7
等価世帯収入，n（％）
　低 3,204 38.6
　中 3,707 44.7
　高 1,380 16.6
配偶者あり，n（％） 6,209 74.9
独居，n（％） 1,244 15.0
就業中，n（％） 2,390 28.8
既往症あり，n（％） 1,764 21.3
IADL 独立，n（％） 7,791 94.0
ソーシャルキャピタル得点，平均（SD）
　市民参加（2019） 1.03 1.09
　市民参加（2020） 0.87 1.03
　社会的凝集性（2019） 2.17 1.00
　社会的凝集性（2020） 2.22 0.97
　互酬性（2019） 2.88 0.45
　互酬性（2020） 2.87 0.45
抑うつ症状あり，n（％） 1,089 13.1
地域レベル（n＝455）
ソーシャルキャピタル得点，平均（SD）
　市民参加（2019） 0.93 0.31
　市民参加（2020） 0.76 0.28
　社会的凝集性（2019） 1.97 0.32
　社会的凝集性（2020） 2.01 0.31
　互酬性（2019） 2.80 0.16
　互酬性（2020） 2.79 0.16
自治体レベル（n＝10）
人口密度（人 /km2），平均（SD） 3944.2 2936.9
10 万人当たり新規感染者数，平均（SD） 4260.6 3178.1

（出所）　Sato et al. （2022）を基に作成
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スクの低下と独立して関連していることが示さ
れた（オッズ比＝0.92，95％信頼区間：0.87-
0.97）。

Ⅱ－４－４．考察
　本分析は，日本の高齢者を対象とするパネル
データを用いて，コロナ禍においてソーシャル
キャピタルが抑うつ症状に与える影響を検討し
たものである。分析の結果，コロナ禍前に高い
ソーシャルキャピタルを有していた個人及び地
域は，コロナ禍における抑うつ症状の発症リス
クが低いことが示された。この関連は，コロナ
禍でのソーシャルキャピタルの変化を調整した
後も一貫して認められた。すなわち，コロナ禍
前のソーシャルキャピタルは，社会的交流が制
限される状況下においても，高齢者のメンタル
ヘルスを保護する要因であることが示唆された。
　特に注目すべき点は，個人レベルの社会的凝
集性と互酬性，さらに地域レベルの互酬性が，
抑うつ症状リスクの低下と有意に関連していた
ことである。これらの要素は，地域住民の信頼

関係や相互扶助を反映するものであり，先行研
究においても，大震災の状況下で高齢者のメン
タルヘルスを守る役割を果たすことが報告され
てきた（Hikichi et al., 2016; Sato et al., 2020）。
本分析の結果は，その知見をコロナ禍という新
たな文脈において裏づけるものである。
　また，コロナ禍でソーシャルキャピタルが低
下した場合には，抑うつ症状リスクが上昇する
ことも示された。市民参加，社会的凝集性，互
酬性のいずれの指標においても同様の傾向が認
められた。これは，感染拡大防止のための外出
自粛要請やソーシャルディスタンスの確保が，
交流機会を減少させ，人々の心理的な支えを弱
めたことを反映していると考えられる。つま
り，コロナ禍前のソーシャルキャピタルの蓄積
が高齢者のレジリエンスを高める一方で，コロ
ナ禍でのソーシャルキャピタルの低下は新たな
リスク要因となりうることが明らかになった。
　本分析の結果は，パンデミックのような社会
的困難に備えるためには，平時から地域コミュ
ニティの信頼関係や相互扶助を育むことが重要

表７　コロナ禍前のソーシャルキャピタルとコロナ禍の抑うつ症状との関連

 
モデル 1 モデル 2

オッズ比 95％信頼区間 オッズ比 95％信頼区間

個人レベルのソーシャルキャピタル
　コロナ禍前の市民参加 0.92 0.83 1.03 0.85 0.75 0.97
　コロナ禍前の社会的凝集性 0.79 0.73 0.86 0.66 0.61 0.72
　コロナ禍前の互酬性 0.89 0.82 0.96 0.82 0.75 0.89
　市民参加の変化 1.23 1.16 1.31
　社会的凝集性の変化 1.47 1.35 1.60
　互酬性の変化 1.20 1.12 1.29
地域レベルのソーシャルキャピタル
　コロナ禍前の市民参加 0.99 0.93 1.06 0.97 0.90 1.04
　コロナ禍前の社会的凝集性 1.00 0.94 1.06 1.04 0.97 1.11
　コロナ禍前の互酬性 0.93 0.88 0.98 0.92 0.87 0.97
　市民参加の変化 1.05 0.95 1.16
　社会的凝集性の変化 0.97 0.91 1.03
　互酬性の変化       1.03 0.99 1.08

（注）　�すべてのモデルは，性別，年齢，教育年数，等価世帯収入，配偶者，独居，就業，及び既往症の有無，IADL，人口密度，
新型コロナウイルス感染症の新規感染者数を調整済み。ソーシャルキャピタルの変化は，ベースラインのソーシャルキャ
ピタル得点からフォローアップの得点を差し引いて算出された。脱落バイアスに対処するため逆確率重み付けを行った。

（出所）　Sato et al. （2022）を基に作成
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であることを示唆している。22 か国の国際比較
研究は，ソーシャルサポートや親密な友人を持
つ人の割合について，日本が最下位であったと
指摘している（Ritchie-Dunham et al., 2025）。
地域レベルの互酬性が独立して抑うつ症状のリ
スク低下と関連していることを踏まえると，い
ざというときに近所の人を頼れるよう，顔見知

り程度で構わないので関係性を築いておいた方
が良いだろう。また，高齢者が ICT を活用する
ために必要なスキルの習得や環境の整備を行う
ことで，外出自粛時においても家族や知人との
交流を維持したり，専門職による支援をオンラ
インで受けられるようにしたりすることも有効
であろう。

Ⅲ．結語

　本稿では，コロナ禍が乳幼児，現役世代，高
齢者といったライフステージごとに人々の暮ら
しと健康へ及ぼした影響を明らかにした。乳幼
児期には発達の遅れや格差の拡大がみられ，保
育の質や保護者のメンタルヘルスが重要な規定
要因となっていた。現役世代では，歩数の減少
や労働時間の増加が抑うつ症状のリスクと関連
する一方，在宅勤務は心理的負担を緩和し，食
生活改善の契機ともなった。高齢者においては，
コロナ禍前から助け合いが盛んな地域では，コ
ロナ禍での抑うつ症状のリスクが低いことが明
らかになった。これらの結果は，コロナ禍の影
響が平均的に一様に生じるのではなく，ライフ
ステージや社会経済的背景に応じて大きく異な
る，すなわち「効果の異質性」を伴うことを示
している。
　この知見は，感染症危機における公衆衛生施
策が「画一的な国民像」に基づいて設計される
べきではないことを意味する。政府・自治体は，
子育て世帯に対する保育・教育環境の確保と親
子双方へのメンタルヘルス支援，低所得層・非
正規雇用者への雇用・所得保障，高齢者の社会
的孤立を防ぐコミュニティ構築やデジタル参加
の支援，などを優先的かつ重点的に講じる必要
がある。また，働き方や生活習慣の変化に伴う
健康リスクに対応するため，労働時間の監視や
身体活動の促進を組み込んだ職場・地域レベル
の健康政策も不可欠である。こうした脆弱な集

団への選択的かつ重点的支援を制度にあらかじ
め組み込むことが，次なる感染症危機へのレジ
リエンスを高める鍵となる。
　さらに，コロナ禍の影響は一国の政策対応に
とどまらず，国際的なつながりの中で生じてい
る。将来のパンデミックに備えるには，各国が
独自の経験から得た知見を国際的に共有し，感
染症流行期における教育・労働・高齢者ケアの
制度的対応について協調的に取り組むことが不
可欠である。特に，縦断的な健康・生活データ
の収集とその国際比較は，エビデンスに基づく
政策立案を支える基盤となる。国際機関や各国
政府は，データ共有の仕組みと研究協力体制を
整備し，感染症危機下での脆弱集団への対応策
をグローバルに検証・改善していく責任を有し
ている。
　結論として，コロナ禍は社会全体のレジリエ
ンスを問う試練であり，誰が，どのような状況
で，どの程度の影響を受けやすいのかを把握し，
それに応じた政策的支援を講じることの重要性
を浮き彫りにした。今後同様のパンデミックに
直面した際には，科学的根拠に基づくデータ収
集と分析を基盤としつつ，政府・自治体が重点
支援を迅速に展開できる体制をあらかじめ制度
化するとともに，国際的な協調と知見共有を通
じてグローバルなレジリエンスを強化すること
が求められる。
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